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○福島県職員服務規程

昭和五十二年三月二十二日

福島県訓令第二号

改正 昭和五二年一二月六日訓令第二四号

昭和五三年四月一日訓令第四号

昭和五三年九月二九日訓令第二七号

昭和五六年一一月四日訓令第一五号

昭和五八年五月三一日訓令第一二号

昭和六〇年一二月二六日訓令第一八号

平成元年五月一日訓令第二一号

平成元年一二月二六日訓令第二八号

平成二年三月三〇日訓令第三号

平成二年一二月二八日訓令第二二号

平成三年三月三〇日訓令第一〇号

平成四年三月三一日訓令第一五号

平成四年七月三一日訓令第二七号

平成五年四月三〇日訓令第一五号

平成六年三月三一日訓令第一一号

平成七年三月三一日訓令第九号

平成八年三月一九日訓令第二号

平成八年一二月二四日訓令第一八号

平成九年二月二五日訓令第一号

平成九年三月二八日訓令第四号

平成一〇年三月三一日訓令第一二号

平成一一年三月三〇日訓令第八号

平成一一年一二月二四日訓令第二一号

平成一二年一二月二二日訓令第二九号

平成一四年三月二九日訓令第一七号

平成一四年四月三〇日訓令第二九号

平成一四年一二月二〇日訓令第三六号

平成一五年三月二八日訓令第一一号
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平成一六年三月三〇日訓令第一八号

平成一七年三月二九日訓令第一二号

平成一八年三月三一日訓令第一二号

平成一八年一二月一二日訓令第三二号

平成一八年一二月二六日訓令第三四号

平成一九年七月三一日訓令第二一号

平成一九年一二月一八日訓令第二六号

平成二〇年三月二八日訓令第一一号

平成二一年三月二七日訓令第一一号

平成二一年一二月二五日訓令第二五号

平成二二年三月二六日訓令第三号

平成二二年七月六日訓令第二〇号

平成二二年一二月二八日訓令第二三号

平成二四年三月二三日訓令第三号

平成二五年三月一五日訓令第二号

平成二六年七月四日訓令第一一号

平成二六年一〇月三日訓令第一六号

平成二七年三月二〇日訓令第一〇号

平成二七年一二月二五日訓令第三一号

平成二八年三月二五日訓令第九号

平成二八年一二月二六日訓令第二一号

平成二九年三月二四日訓令第五号

平成二九年一二月二六日訓令第二〇号

平成三一年三月二九日訓令第九号

令和二年三月三一日訓令第一二号

令和三年三月三一日訓令第九号

令和三年一二月二四日訓令第一七号

本庁機関

出先機関

福島県職員服務規程を次のように定める。

福島県職員服務規程
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（趣旨）

第一条 この訓令は、別に定めがあるもののほか、知事の事務部局に勤務する一般職に属す

る常勤の職員、再任用短時間勤務職員（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号。

以下「法」という。）第二十八条の四第一項、第二十八条の五第一項又は第二十八条の六

第一項若しくは第二項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」という。）のう

ち、法第二十八条の五第一項の規定により採用された職員をいう。以下同じ。）及び任期

付短時間勤務職員（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成三年法律第百十号。以下

「育児休業法」という。）第十八条第一項及び地方公共団体の一般職の任期付職員の採用

に関する法律（平成十四年法律第四十八号）第五条の規定により採用された職員をいう。

以下同じ。）（以下これらを「職員」という。）の服務に関して必要な事項を定めるもの

とする。

（平一四訓令一七・平一七訓令一二・平二〇訓令一一・一部改正）

（服務の原則）

第二条 職員は、法令、条例、規則その他の規程及び上司と職務上の命令に従い、県民全体

の奉仕者として、公共の利益のために、その職務を民主的かつ能率的に遂行しなければな

らない。

２ 職員は、知事の統轄の下、相互に連絡協調し、行政機能の発揮に努めなければならない。

（服務の宣誓）

第三条 次の各号に掲げる職にある者に係る職員の服務の宣誓に関する条例（昭和二十六年

福島県条例第十号）第二条第一項の規定による服務の宣誓は、当該各号に掲げる者の面前

で行うものとする。

一 本庁機関の部長、部次長（福島県行政組織規則（平成十五年福島県規則第二十四号）

第二十二条の表総務部に属する人事総室の項から土木部に属する建築総室の項までの

職の欄に掲げる職をいう。以下同じ。）及びこれらに相当する職にある者 知事

二 本庁機関の課長、副課長及びこれらに相当する職にある者並びに出先機関の長 所属

部長又は出納局長

三 前二号に掲げる職以外の職にある者 避難地域復興局長、文化スポーツ局長、こども

未来局長、観光交流局長、出納局長、所属の部に属する政策監、知事公室長、総室の部

次長又は出先機関の長

（昭五三訓令四・平二訓令三・平四訓令一五・平六訓令一一・平八訓令二・平一〇

訓令一二・平一四訓令一七・平一五訓令一一・平一六訓令一八・平一七訓令一二・
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平一八訓令一二・平二〇訓令一一・平二一訓令一一・平二五訓令二・平二七訓令一

〇・一部改正）

（職員記章）

第四条 職員は、常に職員記章を付けていなければならない。

２ 新たに職員となつた者には、服務の宣誓が終わつた後、職員記章を交付する。

３ 職員記章の形状は、別表のとおりとする。

（昭五三訓令二七・一部改正）

（身分証明書）

第五条 職員は、必要があるときは、所属長から身分証明書（第一号様式）の交付を受ける

ことができる。

２ 職員は、身分証明書の記載事項に変更を生じたときは、速やかに所属長に届け出てその

書換えを受けなければならない。

３ 職員は、身分証明書を他人に譲与し、貸与し、又は交換してはならない。

４ 職員は、身分証明書を紛失したときは、速やかに所属長に届け出なければならない。

５ 職員は、退職、免職又は失職により職員でなくなつたときは、速やかに所属長に身分証

明書を返還しなければならない。

（執務上の心得）

第六条 職員は、勤務時間中みだりに執務の場所を離れてはならない。

２ 職員は、出張、休暇等のため不在になるときは、担任事務の処理に関し必要な事項を関

係職員に引き継ぎ、事務処理に支障のないようにしておかなければならない。

（勤務時間等）

第七条 職員の勤務時間は、月曜日から金曜日までの午前八時三十分から午後五時十五分ま

でとする。

２ 職員の休憩時間は、午後零時から午後一時までとする。

３ 前二項の規定にかかわらず、育児短時間勤務職員等（育児休業法第十条第一項に規定す

る育児短時間勤務をしている職員又は同法第十七条の規定による育児短時間勤務をして

いる職員をいう。以下同じ。）、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の週休

日、勤務時間の割振り及び休憩時間については、所属長が定める。この場合において、勤

務時間の割振りについては、第一項に規定する勤務時間の範囲内で定めなければならない。

４ 勤務の特殊性により前三項の規定により難いと認められる職員の週休日、勤務時間の割

振り又は休憩時間については、知事が別に定めるもののほか、所属長が知事の承認を受け
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て定める。

５ 職員の休息時間は、知事が別に定めるもののほか、所属長が知事の承認を受けて定める。

（平四訓令二七・全改、平七訓令九・平一四訓令一七・平一七訓令一二・平一八訓

令三二・平一九訓令二六・平二〇訓令一一・平二二訓令三・一部改正）

（週休日の振替等）

第七条の二 所属長は、職員に週休日において特に勤務することを命ずる必要がある場合に

は、原則として週休日の振替又は四時間の勤務時間の割振り変更を行うものとする。

（平四訓令二七・追加、平七訓令九・平二二訓令三・一部改正）

（超勤代休時間の指定）

第七条の三 所属長は、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成七年福島県条例第四号。

以下「条例」という。）第八条の三に規定する超勤代休時間として、職員の勤務時間、休

暇等に関する規則（平成七年福島県人事委員会規則第八号。第七条の五及び第十条におい

て「規則」という。）第七条の三第一項に規定する期間内にある条例第三条第二項、第四

条又は第五条の規定により勤務時間が割り振られた日（条例第十条第一項に規定する休日

及び代休日を除く。）に割り振られた勤務時間の全部又は一部を指定することができる。

２ 所属長は、職員があらかじめ超勤代休時間の指定を希望しない旨申し出た場合には、超

勤代休時間を指定しないものとする。

（平二二訓令三・追加、平三一訓令九・一部改正）

（早出遅出勤務の手続）

第七条の四 職員は、条例第八条の四に規定する早出遅出勤務（以下「早出遅出勤務」とい

う。）を請求しようとするときは、早出遅出勤務請求書（第一号様式の二又は第一号様式

の二の二）をあらかじめ所属長に提出しなければならない。

２ 所属長は、職員から早出遅出勤務の請求があつたときは、公務の正常な運営に支障があ

るかどうかについて、速やかに当該請求をした職員に通知しなければならない。

３ 所属長は、職員に早出遅出勤務をさせるときは、第七条の規定にかかわらず、別に定め

るところにより、早出遅出勤務に係る始業及び終業の時刻、休憩時間並びに休息時間を定

めて、当該請求をした職員に通知するものとする。

４ 所属長は、第一項の請求に係る事由について確認する必要があると認めるときは、当該

請求をした職員に対してその証明書類の提出を求めるものとする。

（平一七訓令一二・追加、平二二訓令三・旧第七条の三繰下・一部改正、平三一訓

令九・一部改正）
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（深夜勤務及び超過勤務の制限の手続）

第七条の五 職員は、条例第八条の五に規定する育児又は介護を行う職員の深夜勤務又は超

過勤務（規則第七条の二第一項に規定する勤務をいう。以下同じ。）の制限を請求しよう

とするときは、深夜勤務制限請求書（第一号様式の三）又は超過勤務制限請求書（第一号

様式の三）をあらかじめ所属長に提出しなければならない。

２ 所属長は、職員から前項の規定により深夜勤務の制限の請求があつた場合には、公務の

正常な運営に支障があるかどうかについて、速やかに当該請求をした職員に通知しなけれ

ばならない。

３ 所属長は、職員から第一項の規定により超過勤務の制限の請求があつた場合には、当該

請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難であるかどうか

について、速やかに当該職員に通知しなければならない。

４ 所属長は、前二項の請求に係る事由について確認する必要があると認めるときは、当該

請求をした職員に対して証明書類の提出を求めるものとする。

（平一一訓令八・追加、平一七訓令一二・旧第七条の三繰下・一部改正、平二二訓

令三・旧第七条の四繰下・一部改正、平三一訓令九・一部改正）

（休日の代休日）

第七条の六 所属長は、職員に休日の全勤務時間について特に勤務することを命じた場合に

は、代休日を指定することができる。

２ 所属長は、職員があらかじめ代休日の指定を希望しない旨申し出た場合には、代休日を

指定しないものとする。

（平七訓令九・追加、平一一訓令八・旧第七条の三繰下、平一七訓令一二・旧第七

条の四繰下、平二二訓令三・旧第七条の五繰下）

（出勤簿）

第八条 次に掲げる職員は、出勤したときは、出勤簿（第二号様式）に出勤した旨の表示を

しなければならない。

一 勤務する公署がこの訓令の規定による服務に関する手続を庶務システム（電子計算機

を利用して職員の給与、旅費、服務、福利厚生等に係る事務の処理及び管理等を行う情

報処理のシステムであつて知事が指定したものをいう。以下同じ。）を利用して行わな

い公署として知事が指定する公署である職員

二 勤務する公署が前号の規定により知事が指定する公署以外の公署である職員のうち

庶務システムの利用に支障があることその他の理由によりその所属長が特に必要と認
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める職員

（平二一訓令二五・平二二訓令二三・令三訓令九・一部改正）

（出勤簿取扱主任）

第九条 前条各号に掲げる職員の出勤簿を管理させるため、当該職員が勤務する公署に出勤

簿取扱主任を置く。

２ 出勤簿取扱主任は、所属長が指定する。

（平二一訓令二五・一部改正）

（休暇等の手続）

第十条 職員は、年次有給休暇（条例第十二条第一項に規定する年次有給休暇をいう。以下

同じ。）を受けようとするときは、庶務システムに年次有給休暇の期間その他所要事項を

入力すること（第八条各号に掲げる職員（以下「特定職員」という。）にあつては、年次

有給休暇届（第三号様式））により、あらかじめ所属長に届け出なければならない。この

場合において、所属長は、その年次有給休暇の時季を変更するときは、年次有給休暇時季

変更通知書（第四号様式）により、その旨を職員に通知しなければならない。

２ 職員は、次の各号のいずれかに該当するときは、庶務システムに休暇の期間その他所要

事項を入力すること（特定職員にあつては、休暇（欠勤）願（第五号様式））により、あ

らかじめ所属長の承認を受けなければならない。ただし、急病等の理由によりあらかじめ

承認を受けることができないときは、その旨を連絡するとともに、事後速やかに所属長の

承認を受けなければならない。

一 条例第十三条第一項に規定する病気休暇を受けるとき。

二 規則第十三条第二号の場合における配偶者の出産休暇を受けるとき。

三 規則第十三条第三号の場合における育児参加のための休暇を受けるとき。

四 規則第十三条第四号の場合における妊娠障害休暇を受けるとき。

五 規則第十三条第五号の場合における保健指導又は健康診査を受けるための休暇を受

けるとき。

六 規則第十三条第九号の場合における子育て休暇を受けるとき。

七 規則第十三条第十号の場合における介護のための短期の休暇を受けるとき。

八 規則第十三条第十一号の場合における生理休暇を受けるとき。

九 規則第十三条第十二号の場合における忌引休暇を受けるとき。

十 規則第十三条第十三号の場合における結婚休暇を受けるとき。

十の二 規則第十三条第十三号の二の場合における不妊治療休暇を受けるとき。
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十一 規則第十三条第十四号の場合における配偶者、父母及び子の祭日の休暇を受けると

き。

十二 規則第十三条第十五号の場合における夏季休暇を受けるとき。

十三 規則第十三条第十六号の場合における社会に貢献する活動を行うための休暇（以下

「ボランティア休暇」という。）を受けるとき。

十四 規則第十三条第十七号の場合における骨髄移植若しくは末梢
しょう

血幹細胞移植に係る

登録又は骨髄若しくは末梢血幹細胞の提供の休暇を受けるとき。

十五 規則第十三条第十八号の場合における心身のリフレッシュ並びに健康の維持及び

増進を図るための休暇（以下「リフレッシュ休暇」という。）を受けるとき。

十六 規則第十三条第十九号の場合における選挙権等の権利行使のための休暇を受ける

とき。

十七 規則第十三条第二十号の場合における裁判員等として官公署へ出頭するための休

暇を受けるとき。

十八 規則第十三条第二十一号の場合における感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）の規定による交通の制限又は遮断を事由

とする休暇を受けるとき。

十九 規則第十三条第二十二号の場合における地震、水害、火災その他の災害による交通

の遮断を事由とする休暇を受けるとき。

二十 規則第十三条第二十三号の場合における地震、水害、火災その他の災害による職員

の住居の滅失等を事由とする休暇を受けるとき。

二十一 規則第十三条第二十四号の場合における交通機関の事故等を事由とする休暇を

受けるとき。

二十二 規則第十三条第二十五号の場合における地震、水害、火災その他の災害又は交通

機関の事故等による職員の退勤途上における身体の危険の回避を事由とする休暇を受

けるとき。

二十三 職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和二十六年福島県条例第十一号）第

二条の規定により職務に専念する義務の免除を受けるとき（別に定めるときを除く。）。

二十四 職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例（昭和四十一年福島県条

例第二十六号）第一号に規定する適法な交渉に参加するとき。

二十五 前各号に掲げるもの以外の理由により欠勤するとき。

３ 職員は、規則第十三条第一号の場合における産前産後の休暇を受けようとするときは、



9/88

庶務システムに産前産後休暇の期間その他所要事項を入力すること（特定職員にあつては、

産前産後休暇届（第五号様式の二））により、あらかじめ所属長に届け出なければならな

い。

４ 職員は、規則第十三条第六号の場合における通勤緩和の休暇を受けようとするときは、

庶務システムに出産予定日その他所要事項を入力すること（特定職員にあつては、通勤緩

和休暇願（第五号様式の三））により、あらかじめ所属長の承認を受けなければならない。

ただし、やむを得ない理由によりあらかじめ承認を受けることができないときは、その旨

を連絡するとともに、事後速やかに所属長の承認を受けなければならない。

５ 職員は、規則第十三条第七号の場合における育児休暇を受けようとするときは、庶務シ

ステムに育児休暇に係る子の氏名その他所要事項を入力すること（特定職員にあつては、

育児休暇届（第五号様式の四））により、あらかじめ所属長に届け出なければならない。

６ 職員は、規則第十三条第八号の場合における育児休暇を受けようとするときは、庶務シ

ステムに育児休暇に係る子の氏名その他所要事項を入力すること（特定職員にあつては、

育児休暇願（第五号様式の四））により、あらかじめ所属長の承認を受けなければならな

い。ただし、やむを得ない理由によりあらかじめ承認を受けることができないときは、そ

の旨を連絡するとともに、事後速やかに所属長の承認を受けなければならない。

７ 職員は、介護休暇（条例第十五条第一項に規定する介護休暇をいう。）を受けようとす

るときは、庶務システムに介護休暇に係る要介護者の氏名その他所要事項を入力すること

（特定職員にあつては、介護休暇願（第五号様式の五））により、あらかじめ所属長の承

認を受けなければならない。

８ 職員は、介護時間（条例第十五条の二第一項に規定する介護時間をいう。）を受けよう

とするときは、庶務システムに介護時間に係る要介護者の氏名その他所要事項を入力する

こと（特定職員にあつては、介護時間願（第五号様式の六））により、あらかじめ所属長

の承認を受けなければならない。

（昭五三訓令二七・平二訓令二二・平五訓令一五・平七訓令九・平八訓令二・平八

訓令一八・平九訓令一・平一〇訓令一二・平一一訓令八・平一一訓令二一・平一四

訓令一七・平一四訓令二九・平一七訓令一二・平一八訓令一二・平二一訓令一一・

平二一訓令二五・平二二訓令三・平二二訓令二〇・平二五訓令二・平二八訓令二一・

令三訓令一七・一部改正）

（技能労務職員の年次有給休暇）

第十条の二 年次有給休暇が十日以上与えられた技能労務職員（技能労務職員の給与及び勤
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務時間等に関する規則（昭和四十八年福島県規則第八十一号）第二条に規定する職員をい

う。）に対しては、当該職員の有する年次有給休暇日数のうち五日について、労働基準法

（昭和二十二年法律第四十九号）第三十九条第七項の規定による年次有給休暇の時季指定

を所属長が行うものとする。ただし、職員が前条第一項の規定により年次有給休暇を取得

した場合においては、同法第三十九条第八項の規定により取得した日数分を五日から控除

するものとする。

２ 所属長は、前項の規定により時季指定を行つた場合には、年次有給休暇時季指定（変更）

通知書（第五号様式の七）により、その旨を職員に通知しなければならない。

（平三一訓令九・追加）

（超過勤務等の命令）

第十一条 職員の超過勤務及び休日勤務は、庶務システムを利用すること（特定職員にあつ

ては、超過勤務等命令簿（第六号様式））により、所属長が命ずるものとする。

２ 管理職員の特別勤務（職員の給与に関する条例（昭和二十六年福島県条例第九号）第十

六条の三第一項に規定する勤務をいう。）は、庶務システムを利用すること（特定職員に

あつては、管理職員特別勤務命令簿（第六号様式の二））により、所属長が命ずるものと

する。

（平四訓令一五・平六訓令一一・平一四訓令一七・平二一訓令二五・平二二訓令二

三・一部改正）

（退庁時の心得）

第十二条 職員は、勤務が終了したときは、次に掲げる処置をして速やかに退庁しなければ

ならない。

一 文書その他の物品を整理すること。

二 火気の始末、戸締り等をすること。

２ 最終退庁者は、前項に掲げる処置を点検した後、次に掲げる届出をして退庁しなければ

ならない。

一 本庁舎（西庁舎を含む。）に所在する機関にあつては、最終退庁届（第八号様式）に

よる守衛又は福島県庁舎管理規則（昭和二十九年福島県規則第九十五号）第二条第一項

に規定する庁舎総括管理責任者が別に定める者への届出

二 前号の機関以外の機関にあつては、当該機関の所在する庁舎の福島県合同庁舎管理規

則（昭和四十四年福島県規則第三十六号）第二条第二項に規定する庁舎管理責任者が定

める手続きによる届出
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（平四訓令一五・一部改正）

（出張）

第十三条 職員の出張は、福島県旅費条例（昭和二十八年福島県条例第二十四号）第四条第

四項の旅行命令書により、旅行命令権者が命ずるものとする。

２ 出張を命じられた職員は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに旅行命令権

者の指示を受けなければならない。

一 用務の都合により、受けた命令の内容を変更する必要が生じたとき。

二 天災地変、交通しや断、病気等のため用務を遂行することができないとき。

（平一〇訓令一二・一部改正）

（復命）

第十四条 出張を命ぜられた職員は、用務を終えて帰庁したときは、用務の経過及び結末そ

の他必要な事項について、速やかに復命書（第九号様式）を作成して復命しなければなら

ない。

（平一〇訓令一二・一部改正）

（事務引継ぎ）

第十五条 職員は、退職その他の理由により職員でなくなるとき又は配置換え、休職等によ

りその職務を離れるときは、速やかに担任事務の処理経過を記載した事務引継書を作成し、

関係書類とともに後任者又は所属長の指定した職員に引き継がなければならない。ただし、

所属長の承認を受けて口頭により引き継ぐことができる。

２ 職員は、事務の引継ぎが終了したときは、事務引継届（第十号様式）を所属長に提出し

なければならない。

（平二訓令二二・一部改正）

（赴任）

第十六条 新たに職員となつた者又は配置換え若しくは転任を命ぜられた職員は、その発令

の日から起算して七日以内に着任しなければならない。

２ 病気その他特別の理由により七日以内に着任することができないときは、あらかじめ新

たに所属することとなつた所属長の承認を受けて前項の規定によらないことができる。

３ 職員は、着任したときは、速やかに庶務システムに発令年月日その他所要事項を入力す

ること（庶務システムの利用に支障があることその他の理由によりその所属長が特に必要

と認める職員にあつては、着任届（第十一号様式））により所属長に届け出なければなら

ない。
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（平二訓令二二・平二一訓令二五・平二二訓令二三・一部改正）

（履歴書）

第十七条 新たに職員となつた者（職員を退職し、引き続き再任用職員となつた者を除く。）

は、速やかに履歴書（第十二号様式）二部を作成して所属長に提出しなければならない。

２ 職員は、履歴書の記載事項のうち、「氏名」、「本籍地」、「学歴」、「資格・免許・

試験」及び「前歴・任免等の事項」について異動を生じたときは、履歴事項異動届（第十

三号様式）を所属長を経由して人事総室人事課長に提出しなければならない。この場合に

おいて、履歴事項異動届には、その事実を証する書類を添付しなければならない。

（平一一訓令八・平一四訓令一七・平一五訓令一一・平二〇訓令一一・一部改正）

（住所変更届）

第十八条 職員は、住所を変更したときは、速やかに庶務システムに変更後の住所その他所

要事項を入力すること（庶務システムの利用に支障があることその他の理由によりその所

属長が特に必要と認める職員にあつては、住所変更届（第十四号様式））により所属長に

届け出なければならない。

（平二一訓令二五・平二二訓令二三・一部改正）

（証人、鑑定人等としての出頭）

第十九条 職員は、職務に関して証人、鑑定人、参考人等として裁判所その他の官公署へ出

頭を求められたときは、その旨を所属長に届け出なければならない。

２ 前項の場合において、職務上の秘密に属する事項について陳述又は供述を求められたと

きは、その陳述又は供述しようとする内容について、あらかじめ所属長の許可を受けなけ

ればならない。

３ 職員は、裁判所その他の官公署において陳述又は供述したときは、その内容を文書で所

属長に報告しなければならない。

（営利企業への従事等）

第二十条 職員は、法第三十八条第一項の規定による営利企業への従事等をするための許可

を受けようとするときは、営利企業への従事等許可申請書（第十五号様式）を所属長を経

由して人事総室人事課長に提出しなければならない。

（平一四訓令一七・平一五訓令一一・平二〇訓令一一・平二八訓令九・一部改正）

（消防団員との兼職）

第二十条の二 職員は、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律（平成二十

五年法律第百十号）第十条第一項の規定により報酬を得て非常勤の消防団員と兼職するこ
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とを認めるよう求める場合は、兼職請求書（第十五号様式の二）を所属長を経由して人事

総室人事課長に提出しなければならない。

（平二六訓令一六・追加）

（他の団体の事務への従事）

第二十一条 前二条に規定する場合のほか、職員は、国、他の地方公共団体その他公共的団

体の事務（以下この条において「他の団体の事務」という。）に従事するときは、他の団

体の事務への従事願（第十六号様式）により、所属長を経由して知事の承認を受けなけれ

ばならない。ただし、知事が別に指定する他の団体の事務については、所属長の承認を受

けてこれに従事することができる。

（平元訓令二一・平二六訓令一六・一部改正）

（育児休業等の手続）

第二十二条 職員は、育児休業法第二条第一項の規定による育児休業の承認（その期間の延

長の承認を含む。）を受けようとするときは、当該承認を受けようとする日の三十日前ま

でに育児休業（期間延長）承認請求書（第十七号様式）を所属長を経由して人事総室人事

課長に提出しなければならない。

２ 職員は、育児休業法第十条第一項の規定による育児短時間勤務の承認（その期間の延長

を含む。）を受けようとするときは、当該承認を受けようとする日の三十日前までに育児

短時間勤務（期間延長）承認請求書（第十七号様式の二）を所属長を経由して人事総室人

事課長に提出しなければならない。

３ 職員は、次の各号に掲げる場合に該当するときは、当該各号に定める請求書に育児休業

等計画書（第十七号様式の三）を添えて、所属長を経由して人事総室人事課長に提出しな

ければならない。

一 職員の育児休業等に関する条例（平成四年福島県条例第十一号）第三条第五号に規定

する子を養育するための計画について申し出ようとする場合 第一項に規定する育児

休業（期間延長）承認請求書

二 職員の育児休業等に関する条例第八条第六号に規定する子を養育するための計画に

ついて申し出ようとする場合 前項に規定する育児短時間勤務（期間延長）承認請求書

４ 次の各号に掲げる職員は、当該各号に掲げる場合に該当するときは、速やかに養育状況

変更届（第十八号様式）を所属長を経由して人事総室人事課長に提出しなければならない。

一 第一項に規定する育児休業の承認を受けた職員 育児休業法第五条第一項の規定に

より育児休業の承認の効力が失われた場合又は同条第二項に規定する育児休業の承認
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の取消事由に該当することとなつた場合

二 第二項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員 育児休業法第十二条第一項

で準用する育児休業法第五条第一項の規定により育児休業の承認の効力が失われた場

合又は育児休業法第十二条第一項で準用する育児休業法第五条第二項に規定する育児

短時間勤務の承認の取消事由に該当することとなつた場合

５ 職員は、育児休業法第十九条第一項の規定による部分休業の承認を受けようとするとき

は、あらかじめ庶務システムに請求に係る子の氏名その他所要事項を入力すること（特定

職員にあつては、部分休業承認請求書（第十八号様式の二））により所属長に請求しなけ

ればならない。

６ 前項に規定する部分休業の承認を受けた職員は、育児休業法第十九条第三項において準

用する育児休業法第五条第一項の規定により部分休業の承認の効力が失われた場合又は

育児休業法第十九条第三項において準用する育児休業法第五条第二項に規定する部分休

業の承認の取消事由に該当することとなつた場合は、速やかに庶務システムに養育状況の

変更の事由その他所要事項を入力すること（特定職員にあつては、養育状況変更届（第十

八号様式））により所属長に届け出なければならない。

（平四訓令一五・平一四訓令一七・平一五訓令一一・平一九訓令二一・平二〇訓令

一一・平二一訓令二五・平二九訓令五・一部改正）

（修学部分休業の手続）

第二十二条の二 職員は、法第二十六条の二の規定による修学部分休業（以下「修学部分休

業」という。）の承認を受けようとするときは、庶務システムに修学部分休業に係る教育

施設名その他所要事項を入力すること（特定職員にあつては、修学部分休業承認申請書（第

十八号様式の三））によりあらかじめ所属長に申請しなければならない。

２ 修学部分休業の承認を受けた職員は、当該休業に係る修学状況に変更が生じたときは、

速やかに庶務システムに届出の事由その他所要事項を入力すること（特定職員にあつては、

修学状況変更届（第十八号様式の四））により所属長に届け出なければならない。

３ 所属長は、修学部分休業の承認を受けた職員が、職員の修学部分休業及び高齢者部分休

業に関する条例（平成十七年福島県条例第十四号。以下「部分休業条例」という。）第一

条第五項各号のいずれかに該当するに至つたときは、当該修学部分休業の承認を取り消す

ものとする。

４ 所属長は、前項の規定による承認の取消しの事由が部分休業条例第一条第五項第三号に

該当する場合は、当該職員から修学部分休業承認取消同意書（第十八号様式の五）を提出
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させるものとする。

（平一七訓令一二・追加、平二一訓令二五・一部改正）

（高齢者部分休業の手続）

第二十二条の三 職員は、法第二十六条の三の規定による高齢者部分休業（以下「高齢者部

分休業」という。）の承認を受けようとするときは、庶務システムに申請期間その他所要

事項を入力すること（特定職員にあつては、高齢者部分休業承認申請書（第十八号様式の

六））によりあらかじめ所属長に申請しなければならない。

２ 所属長は、高齢者部分休業をしている職員の業務を処理するための措置を講ずることが

著しく困難となつたときは、高齢者部分休業の承認を取り消し、又は当該休業時間を短縮

することができる。

３ 所属長は、前項の規定による取消し又は休業時間の短縮を行うときは、高齢者部分休業

承認取消（休業時間短縮）同意書（第十八号様式の七）を提出させるものとする。

４ 所属長は、高齢者部分休業をしている職員から高齢者部分休業時間の延長について庶務

システムに延長後の高齢者部分休業時間の合計時間その他所要事項を入力すること（特定

職員にあつては、高齢者部分休業時間延長承認申請書（第十八号様式の八））により申請

があつた場合で、公務の運営に支障がないと認めるときは、当該休業時間の延長を承認す

ることができる。

（平一七訓令一二・追加、平二一訓令二五・一部改正）

（自己啓発等休業の手続）

第二十二条の四 職員は、法第二十六条の五第一項の規定による自己啓発等休業の承認（そ

の期間の延長を含む。）を受けようとするときは、当該承認を受けようとする日の三十日

前までに自己啓発等休業（期間延長）承認請求書（第十八号様式の九）を所属長を経由し

て人事総室人事課長に提出しなければならない。

２ 前項に規定する自己啓発等休業の承認を受けた職員は、法第二十六条の五第六項に規定

する自己啓発等休業の承認の取消事由に該当することとなつたときは、速やかに大学等課

程履修（国際貢献活動）状況変更届（第十八号様式の十）を所属長を経由して人事総室人

事課長に提出しなければならない。

（平二〇訓令一一・追加）

（配偶者同行休業の手続）

第二十二条の五 職員は、法第二十六条の六第一項の規定による配偶者同行休業の承認（そ

の期間の延長を含む。）を受けようとするときは、当該承認を受けようとする日の三十日
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前までに配偶者同行休業（期間延長）承認請求書（第十八号様式の十一）を所属長を経由

して人事総室人事課長に提出しなければならない。

２ 前項に規定する配偶者同行休業の承認を受けた職員は、法第二十六条の六第六項に規定

する配偶者同行休業の承認の取消事由に該当することとなつたときは、速やかに配偶者外

国滞在事由等変更届（第十八号様式の十二）を所属長を経由して人事総室人事課長に提出

しなければならない。

（平二六訓令一一・追加）

（病気休職の場合の復職の手続）

第二十三条 法第二十八条第二項第一号の規定による休職を命ぜられた職員は、休職期間が

満了し、復職しようとするときは、知事が別に定める場合を除き、その復職しようとする

日の七日前までに復職願（第十九号様式）を所属長を経由して人事総室人事課長に提出し

なければならない。休職の期間中に復職しようとする場合も同様とする。

２ 前項の復職願には医師の診断書を添付しなければならない。この場合において、知事が

別に定めるときは二名の医師の診断書を添付しなければならない。

（昭五八訓令一二・平一五訓令一一・平二〇訓令一一・一部改正）

（退職）

第二十四条 職員は、退職しようとするときは、その退職しようとする日の三十日前までに

退職願（第二十号様式）を所属長を経由して知事に提出しなければならない。ただし、特

別の理由があるときは、この限りでない。

（死亡報告）

第二十五条 所属長は、職員が死亡したときは、直ちに死亡報告書（第二十一号様式）を知

事に提出しなければならない。

（事故等の報告）

第二十六条 所属長は、職員の服務に関し事故等が発生したときは、速やかにその内容を文

書で知事に報告しなければならない。

（非常事態の場合の服務）

第二十七条 職員は、庁舎（附属施設及び構内を含む。）又はその周辺に火災その他の非常

事態が発生したときは、別に定めるところにより、庁舎管理責任者の指揮を受けなければ

ならない。

２ 前項の非常事態が休日、週休日その他勤務時間外に発生したときは、職員は、直ちに登

庁しなければならない。
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（平七訓令九・一部改正）

（宿日直の勤務）

第二十八条 休日、週休日その他勤務時間外における特定の業務を行わせるため、宿日直員

を置くことができる。

２ 宿日直員の勤務に関する事項については、知事の承認を受けて所属長が定める。

（平七訓令九・一部改正）

（補則）

第二十九条 この訓令に定めるもののほか、職員の服務について必要な事項は、総務部長が

定める。

（平四訓令二七・追加）

附 則

１ この訓令は、昭和五十二年四月一日から施行する。

２ 福島県職員服務規程（昭和三十一年福島県訓令第三十四号。次項及び第四項において「旧

規程」という。）は、廃止する。

３ この訓令の施行の際現に旧規程の規定によりなされている届出、申請その他の手続きは、

この訓令の相当規定によりなされたものとみなす。

４ この訓令の施行の際旧規程の規定によりなされている許可及び承認は、この訓令の相当

規定によりなされたものとみなす。

５ 守衛等の服務に関する規程（昭和三十一年福島県訓令第十四号）の一部を次のように改

正する。

〔次のよう〕略

６ 看護婦等の勤務時間の特例に関する規程（昭和三十四年福島県訓令第二十七号）の一部

を次のように改正する。

〔次のよう〕略

７ 福島県公文例規程（昭和三十五年福島県訓令第十号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略

８ 宿日直手当に関する規程（昭和三十六年福島県訓令第五十号）の一部を次のように改正

する。

〔次のよう〕略

９ 職員の給料の決定の基準に関する規程（昭和四十二年福島県訓令第二十八号）の一部を

次のように改正する。
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〔次のよう〕略

10 福島県地方労働委員会事務局規程（昭和二十五年福島県訓令第五十号）の一部を次の

ように改正する。

〔次のよう〕略

別表（第四条関係）

（昭五三訓令二七・旧別表第一・一部改正）

職員記章の形状

（職員記章）

表面

裏面

備考 特殊合金鉄台とし、県章は純金（内径四ミリメートル）象がん仕上げとする。
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附 則（昭和五二年訓令第二四号）

この訓令は、昭和五十三年一月一日から施行する。

附 則（昭和五三年訓令第四号）

この訓令は、公布の日から施行する。

附 則（昭和五三年訓令第二七号）

この訓令は、昭和五十三年十月一日から施行する。

附 則（昭和五六年訓令第一五号）

この訓令は、昭和五十六年十一月八日から施行する。

附 則（昭和五八年訓令第一二号）

この訓令は、昭和五十八年六月一日から施行する。

附 則（昭和六〇年訓令第一八号）

この訓令は、昭和六十一年一月一日から施行する。

附 則（平成元年訓令第二一号）

この訓令は、公布の日から施行する。

附 則（平成元年訓令第二八号）

この訓令は、平成二年一月一日から施行する。

附 則（平成二年訓令第三号）

この訓令は、平成二年四月一日から施行する。

附 則（平成二年訓令第二二号）

この訓令は、平成三年一月一日から施行する。

附 則（平成三年訓令第一〇号）

１ この訓令は、平成三年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の規則に定める様式による用紙は、当分

の間、使用することができる。

附 則（平成四年訓令第一五号）

この訓令は、平成四年四月一日から施行する。

附 則（平成四年訓令第二七号）

この訓令は、平成四年八月一日から施行する。

附 則（平成五年訓令第一五号）

１ この訓令は、公布の日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に
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よる用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成六年訓令第一一号）

１ この訓令は、平成六年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、当分の間、使用することができる。

附 則（平成七年訓令第九号）

１ この訓令は、平成七年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成八年訓令第二号）

１ この訓令は、平成八年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成八年訓令第一八号）

１ この訓令は、平成九年一月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成九年訓令第一号）

１ この訓令は、平成九年三月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成九年訓令第四号）

この訓令は、平成九年四月一日から施行する。

附 則（平成一〇年訓令第一二号）

１ この訓令は、平成十年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程第二号様式、第五

号様式及び第五号様式の三に規定する様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使

用することができる。

附 則（平成一一年訓令第八号）

１ この訓令は、平成十一年四月一日から施行する。

２ 改正後の福島県職員服務規程第十二号様式の規定は、この訓令の施行の日以後新たに職



79/88

員となる者について適用し、同日前に職員であった者については、なお従前の例による。

３ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、当分の間、使用することができる。

附 則（平成一一年訓令第二一号）

１ この訓令は、平成十二年一月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成一二年訓令第二九号）

１ この訓令は、平成十三年一月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程第六号様式に規

定する様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成一四年訓令第一七号）

１ この訓令は、平成十四年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の日前に、地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律

（平成十三年法律第百四十三号）附則第二条第一項の規定により育児休業の承認を請求し

た職員が、子を養育するための計画について申し出ようとするときの改正後の福島県職員

服務規程第二十二条第二項の適用については、同項中「前項に規定する育児休業承認請求

書と同時に」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものとする。

３ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成一四年訓令第二九号）

１ この訓令は、平成十四年五月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程第五号様式に規

定する様式による用紙は、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成一四年訓令第三六号）

この訓令は、平成十五年一月一日から施行する。

附 則（平成一五年訓令第一一号）

この訓令は、平成十五年四月一日から施行する。

附 則（平成一六年訓令第一八号）

１ この訓令は、平成十六年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程第五号様式に規
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定する様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成一七年訓令第一二号）

１ この訓令は、平成十七年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成一八年訓令第一二号）

１ この訓令は、平成十八年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程第五号様式によ

る用紙は、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成一八年訓令第三二号）

この訓令は、平成十九年一月一日から施行する。

附 則（平成一八年訓令第三四号）

この訓令は、平成十九年一月一日から施行する。

附 則（平成一九年訓令第二一号）

この訓令は、平成十九年八月一日から施行する。

附 則（平成一九年訓令第二六号）

この訓令は、平成二十年一月一日から施行する。

附 則（平成二〇年訓令第一一号）

１ この訓令は、平成二十年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に改正前の福島県職員服務規程第二十二条第二項又は第三項の

規定により提出されている育児休業計画書又は養育状況変更届は、改正後の福島県職員服

務規程第二十二条第三項又は第四項の規定により提出された育児休業等計画書又は養育

状況変更届とみなす。

附 則（平成二一年訓令第一一号）

１ この訓令は、平成二十一年四月一日から施行する。ただし、第十条の改正規定は、平成

二十一年五月二十一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の福島県職員服務規程第十六号様式に

よる他の団体の事務への従事願は、改正後の福島県職員服務規程第十六号様式による他の

団体の事務への従事願とみなす。

３ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程第二号様式及び

第十六号様式による用紙は、所要の調整をして使用することができる。
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附 則（平成二一年訓令第二五号）

この訓令は、平成二十二年一月一日から施行する。ただし、第十二号様式の改正規定は、

公布の日から施行する。

附 則（平成二二年訓令第三号）

１ この訓令は、平成二十二年四月一日から施行する。ただし、第九号様式の改正規定は、

公布の日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の福島県職員服務規程（以下「改正前の

規程」という。）第十七号様式の二による育児短時間勤務（期間延長）承認請求書は、改

正後の福島県職員服務規程第十七号様式の二による育児短時間勤務（期間延長）承認請求

書とみなす。

３ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の規程に定める様式による用紙は、所要

の調整をして使用することができる。

附 則（平成二二年訓令第二〇号）

１ この訓令は、公布の日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の福島県職員服務規程第一号様式の二

による早出遅出勤務請求書及び第一号様式の三による深夜勤務（時間外勤務）制限請求書

は、それぞれ改正後の福島県職員服務規程第一号様式の二による早出遅出勤務請求書及び

第一号様式の三による深夜勤務（時間外勤務）制限請求書とみなす。

３ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成二二年訓令第二三号）

この訓令は、平成二十三年一月一日から施行する。

附 則（平成二四年訓令第三号）

１ この訓令は、平成二十四年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の福島県職員服務規程第十七号様式に

よる育児休業（期間延長）承認請求書は、改正後の福島県職員服務規程第十七号様式によ

る育児休業（期間延長）請求書とみなす。

附 則（平成二五年訓令第二号）

この訓令は、平成二十五年四月一日から施行する。

附 則（平成二六年訓令第一一号）

１ この訓令は、平成二十六年七月四日から施行する。
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２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める第二号

様式による用紙は、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成二六年訓令第一六号）

この訓令は、平成二十六年十月三日から施行する。

附 則（平成二七年訓令第一〇号）

この訓令は、平成二十七年四月一日から施行する。

附 則（平成二七年訓令第三一号）

この訓令は、平成二十八年一月一日から施行する。

附 則（平成二八年訓令第九号）

１ この訓令は、平成二十八年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の福島県職員服務規程第十五号様式に

よる営利企業等の従事許可申請書は、改正後の福島県職員服務規程第十五号様式による営

利企業への従事等許可申請書とみなす。

附 則（平成二八年訓令第二一号）

１ この訓令は、平成二十九年一月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の福島県職員服務規程第一号様式の二

による早出遅出勤務請求書、第一号様式の三による深夜勤務（時間外勤務）制限請求書及

び第五号様式の五による介護休暇願は、それぞれ改正後の福島県職員服務規程第一号様式

の二による早出遅出勤務請求書、第一号様式の三による深夜勤務（時間外勤務）制限請求

書及び第五号様式の五による介護休暇願とみなす。

３ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成二九年訓令第五号）

１ この訓令は、平成二十九年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の福島県職員服務規程第五号様式の四

による育児休暇願、第十七号様式による育児休業（期間延長）承認請求書、第十七号様式

の二による育児短時間勤務（期間延長）承認請求書、第十七号様式の三による育児休業等

計画書、第十八号様式の二による部分休業承認請求書及び第十八号様式の十一による配偶

者同行休業（期間延長）承認請求書は、それぞれ改正後の福島県服務規程第五号様式の四

による育児休暇願、第十七号様式による育児休業（期間延長）承認請求書、第十七号様式

の二による育児短時間勤務（期間延長）承認請求書、第十七号様式の三による育児休業等
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計画書、第十八号様式の二による部分休業承認請求書及び第十八号様式の十一による配偶

者同行休業（期間延長）承認請求書とみなす。

３ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成二九年訓令第二〇号）

１ この訓令は、平成二十九年十二月二十六日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の福島県職員服務規程第十七号様式に

よる育児休業（期間延長）承認請求書は、改正後の福島県職員服務規程第十七号様式によ

る育児休業（期間延長）承認請求書とみなす。

３ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程第十七号様式に

よる用紙は、所要の調整をして使用することができる。

附 則（平成三一年訓令第九号）

１ この訓令は、平成三十一年四月一日から施行する。

２ 第十条の二の規定の対象となる年次有給休暇は、平成三十一年四月一日以降に付与され

たものとする。

３ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程第一号様式によ

る福島県職員身分証明書は、当該証明書の有効期間満了まで継続して使用することができ

る。

４ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の福島県職員服務規程第一号様式の三

による深夜勤務（時間外勤務）承認請求書は、改正後の福島県職員服務規程第一号様式の

三による深夜勤務（超過勤務）承認請求書とみなす。

附 則（令和二年訓令第一二号）

１ この訓令は、令和二年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の福島県職員服務規程の様式による請

求書等は、それぞれ改正後の福島県職員服務規程の様式による請求書等とみなす。

３ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、所要の調整をして使用することができる。

附 則（令和三年訓令第九号）

１ この訓令は、令和三年四月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の福島県職員服務規程の様式による請

求書等は、それぞれ改正後の福島県職員服務規程の様式による請求書等とみなす。
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３ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、所要の調整をして使用することができる。

附 則（令和三年訓令第一七号）

１ この訓令は、令和四年一月一日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に作成されている改正前の福島県職員服務規程に定める様式に

よる用紙は、所要の調整をして使用することができる。
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第１号様式（第５条関係）

（平31訓令９・一部改正）

第１号様式の２（第７条の４関係）

（平17訓令12・追加、平18訓令32・平22訓令３・平22訓令20・平28訓令21・令

２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第１号様式の２の２（第７条の４関係）

（平31訓令９・追加、令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第１号様式の３（第７条の５関係）

（平22訓令20・全改、平28訓令21・平31訓令９・令２訓令12・令３訓令９・一部

改正）

第２号様式（第８条関係）

（昭52訓令24・全改、昭56訓令15・昭60訓令18・平元訓令21・平２訓令22・平４

訓令15・平４訓令27・平５訓令15・平７訓令９・平８訓令２・平８訓令18・平９

訓令１・平10訓令12・平11訓令21・平14訓令17・平14訓令36・平18訓令34・平

21訓令11・平22訓令３・平25訓令２・平26訓令11・平27訓令31・平28訓令21・

令２訓令12・一部改正）

第３号様式（第10条関係）

（平12訓令29・全改、令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第４号様式（第10条関係）

（平３訓令10・平６訓令11・平７訓令９・令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第５号様式（第10条関係）

（平15訓令11・全改、平16訓令18・平17訓令12・平18訓令12・平22訓令20・平

22訓令23・平25訓令２・令２訓令12・令３訓令９・令３訓令17・一部改正）

第５号様式の２（第10条関係）

（平７訓令９・追加、平11訓令８・令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第５号様式の３（第10条関係）

（令３訓令９・全改）

第５号様式の４（第10条関係）

（令３訓令９・全改）

第５号様式の５（第10条関係）

（令３訓令９・全改）
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第５号様式の６（第10条関係）

（平28訓令21・追加、令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第５号様式の７（第10条の２関係）

（平31訓令９・追加、令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第６号様式（第11条関係）

（令３訓令９・全改）

第６号様式の２（第11条関係）

（令３訓令９・全改）

第７号様式 削除

（平14訓令17）

第８号様式（第12条関係）

（平６訓令11・平11訓令８・令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第９号様式（第14条関係）

（平21訓令25・全改、平22訓令３・令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第10号様式（第15条関係）

（平３訓令10・平６訓令11・平11訓令８・令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第11号様式（第16条関係）

（平２訓令22・平３訓令10・平６訓令11・平11訓令８・令２訓令12・令３訓令９・

一部改正）

第12号様式（第17条関係）

（平11訓令８・平21訓令25・平28訓令９・一部改正）

第13号様式（第17条関係）

（平３訓令10・平４訓令15・平６訓令11・平11訓令８・令２訓令12・令３訓令９・

一部改正）

第14号様式（第18条関係）

（平３訓令10・平６訓令11・平11訓令８・令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第15号様式（第20条関係）

（平28訓令９・全改、令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第15号様式の２（第20条の２関係）

（平26訓令16・追加、令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第16号様式（第21条関係）
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（平３訓令10・平６訓令11・平11訓令８・平21訓令11・令２訓令12・令３訓令９・

一部改正）

第17号様式（第22条関係）

（平４訓令15・全改、平６訓令11・平11訓令８・平14訓令17・平24訓令３・平29

訓令５・平29訓令20・令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第17号様式の２（第22条関係）

（平20訓令11・全改、平22訓令３・平29訓令５・令２訓令12・令３訓令９・一部

改正）

第17号様式の３（第22条関係）

（平20訓令11・追加、平22訓令20・平29訓令５・令２訓令12・令３訓令９・一部

改正）

第18号様式（第22条関係）

（平４訓令15・全改、平６訓令11・平11訓令８・平20訓令11・平22訓令20・平29

訓令５・令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第18号様式の２（第22条関係）

（平４訓令15・追加、平６訓令11・平８訓令18・平11訓令８・平22訓令20・平29

訓令５・令２訓令12・一部改正）

第18号様式の３（第22条の２関係）

（平17訓令12・追加、令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第18号様式の４（第22条の２関係）

（平17訓令12・追加、令３訓令９・一部改正）

第18号様式の５（第22条の２関係）

（平17訓令12・追加、令３訓令９・一部改正）

第18号様式の６（第22条の３関係）

（平17訓令12・追加、令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第18号様式の７（第22条の３関係）

（平17訓令12・追加、令３訓令９・一部改正）

第18号様式の８（第22条の３関係）

（平17訓令12・追加、令３訓令９・一部改正）

第18号様式の９（第22条の４関係）

（平20訓令11・追加、令２訓令12・令３訓令９・一部改正）
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第18号様式の10（第22条の４関係）

（平20訓令11・追加、令３訓令９・一部改正）

第18号様式の11（第22条の５関係）

（平26訓令11・追加、平29訓令５・令２訓令12・令３訓令９・一部改正）

第18号様式の12（第22条の５関係）

（平26訓令11・追加、令３訓令９・一部改正）

第19号様式（第23条関係）

（昭58訓令12・平３訓令10・平６訓令11・平11訓令８・令２訓令12・令３訓令９・

一部改正）

第20号様式（第24条関係）

（平元訓令28・平３訓令10・平６訓令11・平11訓令８・令２訓令12・令３訓令９・

一部改正）

第21号様式（第25条関係）

（平３訓令10・令３訓令９・一部改正）


